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研究要旨 

 医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に慢性腎臓病（CKD）について普及啓発を行いより多くの人が

腎疾患対策を主体的に実践する体制を構築することを目標とし、対象者（未病の国民、生活習慣病等 CKD リスク

を有する国民）に応じた適切な資材の開発を進めた。 

 

A．研究目的 

 国民、医療者を対象に CKD 早期発見、受診勧奨、

専門医受診に資する資材を作成する。 

 

B. 研究方法 

１）普及啓発資材活用の実態調査                                                    

 全国で使用されている普及啓発資材を調査し、

好事例や課題について抽出し、資材の開発に活用

する。 

 

２）普及啓発資材の開発 

 未病の国民、生活習慣病等 CKD リスクを有する

国民に対し、CKDの重要性の啓発にフォーカスした

平明な内容の普及啓発資材を開発する。 

 

（倫理面への配慮）本事業では個人情報は扱わな

い。 

 

C. 研究結果 

１）普及啓発資材活用の実態調査 

＜小児向け＞ 

 昨年度までの本研究班では、小児慢性腎臓病患

者向けに、ヘルスリテラ

シー向上を目的とした啓

発本「おしっこ（尿）と

腎臓の不思議」を作成し

た。移行期医療プログラ

ムは 12～14 歳で始める

のがよいことから、本書

は小学生高学年から中学

生を読者対象として記述

されている。 

 

 

＜ダウンロード可能 CKD普及啓発用動画＞ 

 昨年度までの本研究班では、様々なカテゴリー

のデジタルサイネージに動画として放映できるよ

うに、さらに 2種類の動画を作成した。CKD啓発動

画シリーズ第 3 話「早期受診で子供たちの腎臓を

守ろう！」と CKD 啓発動画シリーズ第 4 話「もし

ものことがあった場合 臓器提供という選択」で、

これらは NPO法人日本腎臓病協会の HPにアップし、

ダウンロードして利用できるようになっている。

https://ckd-research.jp/download/ 

 

＜YouTubeの活用＞ 

NPO法人日本腎臓病協会では、YouTubeのアカウン

トを作成し、CKD普及啓発動画を公開した。 
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＜既存普及啓発資材の調査＞ 

 

２）普及啓発資材の開発 

 以上の既存資材の情報を整理し、以下のコンセ

プトで開発資材の開発を進めた。 

対象：CKD を知らない、CKD ステージ G1/2、20-40

代の未病の国民 

コンセプト：腎臓（の働き）の認知, CKD の認知 

目指す行動変容：腎臓への関心を持つ/年１回健診

に行く 

提供する情報：腎臓の働き/腎臓の位置・大きさ/ 

健診での指標/腎臓が病気になるとどうなるか/ 

CKDにならない生活習慣、等 

手法：クイズや驚きを与える情報で興味をひく 

「そうなの？」「なるほどね」 

用途：健診時や市民公開講座参加者に配布 
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＜未病の国民向け啓発資材＞ 

    表紙    裏表紙 

 

   中面 

 

D. 考察 

本 WG では、医療従事者、行政機関、患者・家族、

国民全体に慢性腎臓病（CKD）について普及啓発を

行いより多くの人が腎疾患対策を主体的に実践す

る体制構築に資する「啓発資材の決定版」の作成

を目指している。 

 昨年度までの本研究班では、国民を対象とした

CKD（検尿、eGFR測定）啓発資材（チラシ、動画等）

を作成してきた。また全国の啓発イベントで活用

できる CKD 理解の普及を目的としたクイズパネル

や、全国の市民公開講座等で使用する共通の

PowerPoint一式を作成して利用可能としてきた。 

 今年度は CKD 発症抑制を第一優先とし、未病の

国民に対する資材の開発を行った。さらには生活

習慣病等 CKD リスクを有する国民に対する啓発資

材の開発も進めている。 

 当研究班で開発した資材もあわせて、必要に応

じて利活用していくことで、さらなる普及啓発が

進むと期待される。 

 

 

E. 結論 

新型コロナウイルス感染症の蔓延下であったが、

社会経済活動の活性化に伴い、全国各地で感染対

策を徹底しつつ、従来の講演会、市民公開講座な

どの啓発活動の開催数も徐々に回復している。ブ

ロック単位や県単位での実態調査と情報交換を実

施することにより、今後の CKD の普及、啓発を実

践する上での課題を浮き彫りにすることが可能と

なる。今後も感染拡大に注意しながら、様々な場

面で使用可能な普及啓発資材を作成し、さらには

患者会や行政との連携を強化することで、CKDの重

症化予防に繋がることが期待される。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 
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 なし 

 3.その他 
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